
株主の皆様へ

第136期　中間報告書
平成13年4月1日～平成13年9月30日



表紙の写真：空間多重光インターコネクション
複数の光ファイバの結合を簡単に行うことができる部品で、
世界最高水準である１平方ミリメートル当たり16チャンネ
ルの大量の光信号を送ることができます。
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ごあいさつ

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお

喜び申し上げます。

平素は格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げ

ます。

当社第136期上半期（平成13年４月１日から

平成13年 9 月30日まで）を経過いたしましたの

で、ここに当上半期の営業の概況をご報告申し

上げます。

平成13年12月10日

日 本 板 硝 子 株 式 会 社

社 長
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営業の概況

当上半期における我が国経済は、米国経済の

減速とあいまって、ＩＴ（情報技術）不況が深

刻化し、設備投資の低迷、個人消費の冷え込み

により、景気は後退いたしました。

当社関連需要につきましては、建築・自動車

関連需要はともにほぼ横ばいで推移し、情報電

子関連需要は大きく低迷いたしました。

このような状況の下、当社は、高機能・高付

加価値商品の拡販に努めるとともに、建築・自

動車用の板ガラス分野、情報電子分野で徹底し

たコスト削減を推進してまいりました結果、売

上高は9 2 0億94百万円、経常利益は16億37百万

円、当中間利益は12億42百万円となりました。

当期の中間配当金につきましては、当期の業

績見通し等を勘案し、１株につき３円とさせて

いただきましたので、何とぞご了承下さいます

ようお願い申し上げます。

部門別の状況は次のとおりであります。

板ガラス部門では、建築用につきましては、

真空ガラス「スペーシア」、防犯用合わせガラ

ス「セキュオ」、防音用合わせガラス「ソノグ

ラス」など高機能ガラスが売上数量を伸ばし、
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これに加えて首都圏の大型再開発プロジェクト

の立ち上がりもあり、売上高は前年同期を若干

上回りました。自動車用につきましては、国内

自動車生産台数はほぼ横ばいに推移し、売上高

は前年同期並となりました。この結果、板ガラ

ス部門全体の売上高は、前年同期比 4 . 0％増の

5 2 8億67百万円となりました。

情報電子部門では、光製品の売上高は、北米

の光通信用マイクロレンズが大幅に減少したた

め、前年同期を下回りました。ファインガラス

製品の売上高は、携帯電話向け液晶需要の減少

により前年同期を下回りました。ガラス磁気

ディスクの売上高は、パソコン需要の減少によ

り前年同期を下回りました。以上の結果、情報

電子部門全体の売上高は、前年同期比38.1％減

の172億96百万円となりました。

その他部門では、サッシなど建材製品の売上

高は、ビル用の低迷から前年同期を下回りまし

た。ガラス繊維製品の売上高は、電子部品向け

需要の減少により前年同期を下回りました。以

上の結果、その他部門全体の売上高は、前年同

期比14 .4％減の219億30百万円となりました。
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下半期の見通しにつきましては、世界的なＩ

Ｔ不況による一層の景気減速が懸念され、さら

に厳しい状況になるものと予想されます。当社

関連では、建築・自動車分野は不透明感が強ま

り、情報電子分野も厳しい状況が続くものと考

えられます。

当社といたしましては、このような状況に対

応し、中期計画「ＡＣＴ２１」の目標達成を目

指して、板ガラス分野では安定した収益体制を

構築し、成長分野へは経営資源を重点的に投入

してまいります。さらに、急激な環境変化に対

応して、一層の競争力強化に努めてまいります。

また、ＩＴを活かした業務を推進するとともに

地球環境保全にも努力いたします。事業分野別

の取組といたしましては、建築・自動車分野で

は、徹底したコスト削減、断熱複層ガラス「ペ

アマルチ」等の高機能ガラスの拡販など競争力

強化に努力するとともに事業構造の変革を推進

いたします。この方針の下、当社は板ガラス事

業の世界最大手企業である英国ピルキントン社

とのさらなる提携強化を図るため、本年10月に

同社への追加出資を行い、持株比率約20％の筆

頭株主となりました。情報電子分野では、引き

続きコスト削減に取り組むとともに光通信用レ
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ンズを中心とした高機能・高付加価値品の商品

化をより一層進めてまいります。また、医療や

環境分析などの新しい分野を視野に入れた開発

にも注力いたします。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わ

らぬご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し

上げます。

（注）この中間報告書では、百万円単位の金額は

百万円未満を切り捨てて表示しております。



科　　　　　　　　目 金　　額
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貸借対照表

資　産　の　部 3 9 5 , 5 9 2
流　動　資　産 1 0 7 , 7 0 1
現　金　及　び　預　金 7 , 1 6 3
受　　取　　手　　形 1 2 , 7 1 5
売　　　　掛　　　　金 4 4 , 3 7 9
製　品　及　び　商　品 1 9 , 3 2 4
仕　　　　掛　　　　品 7 , 5 5 8
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 6 , 6 0 5
繰　延　税　金　資　産 1 , 6 2 6
そ の 他 の 流 動 資 産 1 1 , 7 6 7
貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 3 , 4 4 0

固　定　資　産 2 8 7 , 8 9 0
有形固定資産 8 9 , 2 9 9
建　　　　　　　　　　物 3 3 , 0 6 5
構　　　　築　　　　物 2 , 4 7 7
機　　械　　装　　置 3 1 , 6 2 6
車 　 輌 　 運 　 搬 　 具 9 9
工　具　器　具　備　品 3 , 3 2 5
土　　　　　　　　　　地 1 2 , 7 1 6
建 　 設 　 仮 　 勘 　 定 5 , 9 8 7
無形固定資産 2 , 5 8 1
施　設　利　用　権　等 2 , 5 8 1
投　　資　　等 1 9 6 , 0 1 0
投　資　有　価　証　券 1 0 9 , 5 8 1
子 　 会 　 社 　 株 　 式 7 8 , 2 9 9
長 　 期 　 貸 　 付 　 金 5 , 4 0 5
長　期　前　払　費　用 8 4 8
そ　の　他　の　投　資 2 , 1 1 5
貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 2 4 0

合　　　　　　　　計 3 9 5 , 5 9 2

平成13年９月30日現在 （単位：百万円）
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科　　　　　　　　目 金　　額

負　債　の　部 1 9 6 , 2 8 3
流　動　負　債 8 3 , 8 9 8

支　　払　　手　　形 7 7
買　　　　掛　　　　金 3 1 , 9 1 4
短 　 期 　 借 　 入 　 金 3 1 , 6 7 8
未 　 　 　 払 　 　 　 金 5 , 4 2 9
未　払　法　人　税　等 3 2 3
未　払　消　費　税　等 7 9
未　　払　　費　　用 6 , 0 8 2
預　　　　り　　　　金 5 , 0 4 5
賞 　 与 　 引 　 当 　 金 2 , 6 0 5
そ の 他 の 流 動 負 債 6 6 1

固　定　負　債 1 1 2 , 3 8 4
社　　　　　　　　　　債 5 1 , 8 2 2
長 　 期 　 借 　 入 　 金 1 3 , 1 3 4
退 職 給 付 引 当 金 1 1 , 1 1 7
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 5 9 6
修 　 繕 　 引 　 当 　 金 1 1 , 6 0 9
繰 延 税 金 負 債 2 2 , 7 2 5
そ の 他 の 固 定 負 債 1 , 3 7 8
資　本　の　部 1 9 9 , 3 0 9

資 　 本 　 金 4 1 , 0 6 0
法 定 準 備 金 5 5 , 9 3 2

資 　 本 　 準 　 備 　 金 4 9 , 5 5 6
利 　 益 　 準 　 備 　 金 6 , 3 7 6

剰 　 余 　 金 6 5 , 6 2 1
特 別 償 却 準 備 金 2 9
固定資産圧縮特別勘定 1 , 7 4 3
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 5 , 0 6 8
特 　 別 　 積 　 立 　 金 4 4 , 9 7 7
中 間 未 処 分 利 益 1 3 , 8 0 2
（中　　間　　利　　益） (1 , 2 4 2)

評 価 差 額 金 3 6 , 6 9 4
その他有価証券評価差額金 3 6 , 6 9 4

自　己　株　式 △ －

合　　　　　　　　計 3 9 5 , 5 9 2

平成11年９月30日現在 （単位：百万円）
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損益計算書

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部 百万円

営　業　収　益 9 2 , 0 9 4
売　　　　上　　　　高 9 2 , 0 9 4

営　業　費　用 9 0 , 3 2 2
売　　上　　原　　価 7 4 , 4 6 7

販売費及び一般管理費 1 5 , 8 5 4

営　業　利　益 1 , 7 7 2

営業外損益の部

営 業 外 収 益 3 , 6 7 9
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2 , 7 8 0

雑　　　　収　　　　益 8 9 9

営 業 外 費 用 3 , 8 1 4
支　　払　　利　　息 9 3 5

雑　　　　損　　　　失 2 , 8 7 8

経　常　利　益 1 , 6 3 7

特 別 損 益 の 部

特　別　利　益 9 0 5
投 資 有 価 証 券 売 却 益 9 0 5

特　別　損　失 4 8 9
関 係 会 社 株 式 評 価 損 4 8 9

税引前中間利益 2 , 0 5 2
法人税、住民税及び事業税 6 6 5

法 人 税 等 調 整 額 1 4 5

中　間　利　益 1 , 2 4 2
前 期 繰 越 利 益 1 2 , 5 6 0
中間未処分利益 1 3 , 8 0 2
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貸借対照表及び損益計算書の注記事項

1. 貸借対照表の注記
(1)子会社に対する短期金銭債権…………… 26,986百万円

子会社に対する短期金銭債務…………… 14,750百万円

(2)有形固定資産の減価償却累計額……… 171,544百万円

(3)重要な外貨建資産負債
投資有価証券………………………………14,774百万円

（108,732千米ドル、55,749千リンギット 他）
子会社株式………………………………55,387百万円

（272,486千米ドル、55,400千スターリングポンド 他）
貸　付　金…………………………………… 87百万円

（741千米ドル）
(4)担保に供している資産
有形固定資産…………………………………… 87百万円

投資有価証券………………………………………3百万円

(5)保証債務……………………………………34,508百万円

(6)役員退職慰労引当金は商法第287条ノ２の引当金で
ある。

(7)修繕引当金は商法第287条ノ２の引当金である。
(8)１株当たりの中間利益…………………………2円80銭

(9)商法第290条第１項第６号に規定する純資産額は
36,694百万円である。

(10)追加情報
従来、「自己株式」は流動資産の部に区分掲記して
いたが、当中間会計期間より資本に対する控除項目
として資本の部の末尾に表示している。

2. 損益計算書の注記
(1)子会社に対する売上高……………………27,785百万円

(2)子会社からの仕入高………………………25,937百万円

(3)子会社との営業取引以外の取引高. . . . . . . . . . .1,110百万円
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平成13年 9 月30日現在 （単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　額

（ご参考）連結貸借対照表

資　産　の　部 5 4 2 , 7 6 2
流　動　資　産 2 0 0 , 1 5 0
現　金　及　び　預　金 4 7 , 7 4 7
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 7 9 , 1 8 1
棚　　卸　　資　　産 5 4 , 9 8 3
繰　延　税　金　資　産 3 , 0 3 3
そ の 他 の 流 動 資 産 1 8 , 6 7 4
貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 3 , 4 6 9

固　定　資　産 3 4 2 , 6 1 2
有形固定資産 1 6 8 , 6 0 1
建 物 及 び 構 築 物 5 7 , 8 8 6
機械装置及び車輌運搬具 6 8 , 0 4 4
工　具　器　具　備　品 5 , 9 4 0
土　　　　　　　　　　地 2 9 , 5 5 6
建 　 設 　 仮 　 勘 　 定 7 , 1 7 3
無形固定資産 7 , 6 3 9
連　結　調　整　勘　定 3 1
その他の無形固定資産 7 , 6 0 8

投資その他の資産 1 6 6 , 3 7 1
投　資　有　価　証　券 1 5 5 , 8 4 1
長 　 期 　 貸 　 付 　 金 2 , 0 5 8
長　期　前　払　費　用 1 , 1 3 3
繰 延 税 金 資 産 1 , 5 2 1
投 資 そ の 他 の 資 産 6 , 5 5 4
貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 7 3 8

合　　　　　　　　計 5 4 2 , 7 6 2
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（単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　額

負　債　の　部 3 0 8 , 5 8 8
流　動　負　債 1 5 3 , 2 5 2

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4 7 , 9 6 3
短 　 期 　 借 　 入 　 金 7 6 , 6 2 4
未　　　　払　　　　金 5 , 9 3 2
未　払　法　人　税　等 1 , 8 5 5
未　払　消　費　税　等 3 6 1
未　　払　　費　　用 9 , 1 4 1
預　　　　り　　　　金 5 , 5 2 3
賞 　 与 　 引 　 当 　 金 3 , 7 9 8
繰　延　税　金　負　債 2 0
そ の 他 の 流 動 負 債 2 , 0 3 1

固　定　負　債 1 5 5 , 3 3 5
社　　　　　　　　　　債 5 1 , 8 2 2
長 　 期 　 借 　 入 　 金 4 7 , 5 7 2
退 職 給 付 引 当 金 1 5 , 5 5 8
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9 6 5
修 　 繕 　 引 　 当 　 金 1 2 , 4 2 4
繰　延　税　金　負　債 2 2 , 4 9 1
そ の 他 の 固 定 負 債 4 , 5 0 0

少数株主持分 9 , 6 5 0

資　本　の　部 2 2 4 , 5 2 4
資　　本　　金 4 1 , 0 6 0
資 本 準 備 金 5 0 , 3 5 0
連 結 剰 余 金 9 9 , 2 2 6
その他有価証券評価差額金 3 9 , 7 4 0
為替換算調整勘定 △ 5 , 8 5 3
自　己　株　式 △ －

合　　　　　　　　計 5 4 2 , 7 6 2
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自　平成13年４月１日
至　平成13年 9 月30日

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部 百万円

営　業　収　益 1 5 2 , 8 5 8

売　　　　上　　　　高 1 5 2 , 8 5 8

営　業　費　用 1 4 7 , 7 2 5

売　　上　　原　　価 1 1 6 , 4 3 1

販売費及び一般管理費 3 1 , 2 9 4

営　業　利　益 5 , 1 3 2

営業外損益の部

営 業 外 収 益 4 , 3 2 7

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2 , 2 1 0

持 分 法 投 資 利 益 3 5 8

雑　　　　収　　　　益 1 , 7 5 8

営 業 外 費 用 5 , 2 4 3

支　　払　　利　　息 2 , 2 6 1

雑　　　　損　　　　失 2 , 9 8 1

経　常　利　益 4 , 2 1 5

特 別 損 益 の 部

特　別　利　益 1 , 1 1 6

固 定 資 産 売 却 益 1 7 3

投 資 有 価 証 券 売 却 益 9 4 3

特　別　損　失 4 4 8

特 　 別 　 退 　 職 　 金 4 4 8

税金等調整前中間純利益 4 , 8 8 4

法人税、住民税及び事業税 1 , 8 7 7

法 人 税 等 調 整 額 △ 1 0 2

少 数 株 主 損 益（減算） 1 8 8

中　間　純　利　益 2 , 9 2 1

（ご参考）連結損益計算書
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会社の概要

平成１３年９月３０日現在

設　　　　　　立 大正 7年11月22日

資　　本　　金 41 , 060 , 961 , 370円

発行済株式総数 443, 946, 452株

株　　主　　数 48 , 672名

営　業　品　目

（板ガラス部門）

フロート板ガラス 網入線入磨板ガラス

熱線吸収板ガラス 熱線反射ガラス

高性能熱線反射ガラス 強化ガラス

倍強度ガラス 合わせガラス

複層ガラス 真空ガラス

防火ガラス 型板ガラス

網入線入型板ガラス 鏡

装飾ガラス等

（情報電子部門）

光製品（セルフォックレンズアレイ、セル

フォックマイクロレンズ、光部品等）

ファインガラス製品（超薄板、透明電導ガ

ラス等）

産業用ガラス製品

L C D製品

ガラス磁気ディスク等

（その他部門）

サッシ及び建材

店装材

ガラス繊維及び関連製品等
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ト　ピ　ッ　ク　ス

住宅やビル店舗のガラスを割って侵入する犯

罪に対抗するため、従来から窓に使われている

単板ガラスよりも破られにくい防犯ガラス「セ

キュオ」を発売しました。

セキュオは、２枚の板ガラスの間に強靱な中

間膜を挟んで全面接着した合わせガラスです。

ガラスの構成は違いますが、合わせガラスは

防弾ガラスとしても採用されるものです。

また、中間膜に替えてポリカーボネートを挟

み込んで一層強化した製品も用意しています。

安全な住環境に貢献する

防犯ガラスの発売
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マイクロ化学チップは、ナノテクノロジーを

使い、数センチ角のガラス板の上に液体の化学

反応が起こる回路を作った解析用のチップです。

また、この液体に当社のセルフォックマイク

ロレンズを通して光を当て、発生する熱で物質

を検出する装置が熱レンズ分光測定装置です。

チップ１枚で物質の分離、混合等の様々な作

業ができることから、癌等の病気の診断、環境

汚染物質の検出、有用な化学物質の合成など幅

広い用途に使用することが考えられます。

マイクロ化学チップと

熱レンズ分光測定装置の開発
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取締役及び監査役

平成１３年１１月１６日現在

日 本 板 硝 子 株 式 会 社

社 長

副 社 長

専務取締役

専務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常勤監査役

常勤監査役

監 査 役

監 査 役

出 原 洋 三

庄 野 晋 吉

野 原 俊 夫

阿 部 友 昭

真　鍋　征一郎

木 戸 雄 二

小 坂 　 元

永 井 　 勲

藤 本 勝 司

加々美　信　光

永 井 輝 雄

横 川 武 史

武 内 正 康

大 井 尚 一
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決　　算　　期
毎年 3 月 3 1 日

定 時 株 主 総 会
毎年 6 月

株主確定基準日
定時株主総会・利益配当金 3 月31日
中間配当金 9 月30日
そのほか必要あるときはあらかじめ
公告した一定の日

１単元の株式の数
1 , 0 0 0 株

名義書換代理人
住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社

同事務取扱場所
住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社

証 券 代 行 部
東京都千代田区丸の内一丁目 4番 4号

（郵便物送付・電話お問合せ先）
住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社

証 券 代 行 部
東京都府中市日鋼町 1 番 1 0
〒183―8701
（住所変更等用紙のご請求） � 0120―175―417
（そ の 他 の ご 照 会） � 0120―176―417

同　取　次　所
住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社

本店及び全国各支店

公告掲載新聞名
日　本　経　済　新　聞

会 計 監 査 人
新 日 本 監 査 法 人
（注）当社の会計監査人であります監査法

人太田昭和センチュリーは、平成13
年 7月 1日に名称を変更し、新日本
監査法人となりました。

株主メモ




